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商人の計算書類
瓶　子　長　幸
Ⅰ.はじめに
会社法が平成17年7月26日に公布され,翌平成18年5月1日をもって施
行された｡この会社法には,それまで商法(以下｢改正前商法｣とよび,
それに対応していた商法施行規則を｢改正前商法施行規則｣とよぶ｡)の
第2編に収容されていた｢会社｣の諸規定が大はばに改正された形で,移
されている｡その結果として改正された｢新しい｣商法(以下｢改正商法｣
とよび,それに対応している商法施行規則を｢改正商法施行規則｣とよぶ｡)
は次のような構成をとることとなった｡すなわち,第1編総則,第2編商
行為,第3編海商である｡この改正商法は,その第1編総則第2章商人に
おいて,法人,すなわち会社ではない(個人)商人1)に関する規定を定め
ており,その第5章商業帳簿で,商人の会計に関する規定をおいている｡
ところで,会社法および会社計算規則にしたがえば,たとえば株式会社
の計算書類は次の書類から構成されている｡すなわち,貸借対照表,損益
計算書,株主資本等変動計算書および個別注記表である｡これに対して,
改正商法にしたがえば,商人の作成すべき計算書類2'は,貸借対照表のみ
である｡今日の会計実務を考慮した場合,たとえ(個人)商人が対象であ
るとしても,商人は貸借対照表だけを作成すればよい,という規定は,は
たして,適切な規定といえるであろうか｡この点を検討するにあたって,
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格好の材料がある｡それは,ドイツ商法の決算書に関する規定である｡次
節以降において,その決算書に関する規定の検討を通じて,今日の会計実
務に適した(個人)商人の作成すべき計算書類を考えてみようと思う｡
Ⅱ. 85年ドイツ商法制定の目的
ドイツにおいて｢貸借対照表指令法｣ (Bilanzrichtlinien-Gesetz)が, 1985
年12月19日に成立し,翌1986年1月1日に施行された｡この法律は,ヨー
ロッパ共同体(現ヨーロッパ連合)が公布した3つの指令,すなわち資本
会社の個別の年次決算書の作成等に関する第4号指令,資本会社の連結決
算書に関する第7号指令および決算書監査人の資格等に関する第8号指令
をドイツ国内法に変換するためのものであり,13の項目からなる｢項目法｣
(Aれikelgesetz)であった｡そして,その中心をなしているものが, ｢項目
1　商法典の変更｣中の｢第3編　商業帳簿｣,いわゆる商法会計規定(以
卜｢85年ドイツ商法｣とよぶ｡)である｡
そもそも,貸借対照表指令法制定の唯一の根拠は,上述のように,資本
会社(ドイツでは株式会社,株式合資会社および有限会社をさす｡)を適
用対象としたヨーロッパ共同体(EC) 3指令へのドイツ法の適合に求め
られる｡このEC3指令のうち第4および第7号指令が, 85年ドイツ商法
において重点的に変換された｡その理由の1つとして, ｢商人および人的
商事会社-の影響がほとんど回避され得ないがゆえに,ドイツ法のEC第
4号指令への適合は資本会社に限定され得るものではない3-｣点が挙げら
れる｡たとえば, 1983年公表の貸借対照表指令法政府草案は次のように述
べている｡ドイツ法においては会計報告は広範囲にわたって法形態とは無
関係に,つまりすべての商人に適用される形で展開されてきたのであり,
したがって,会計報告に関する株式法上の諸規定を株式会社に限定された
規定とみなすならば,それは間違いであろう｡監査および開示に関する規
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走に関してのみその主張が当てはまるだけであろう｡ 1965年株式法の施行
後に,株式法の相当数の規定が,商法第39条にしたがいすべての商人が遵
守しなければならない正規の簿記の諸原則(Grundsatze ordnungsmaLSiger
BuchRihrung)に関連している,という見解が根を下ろした4'｡すなわち,
本来株式会社(および株式合資会社)に対してのみ適用されるべきであっ
た株式法の会計規定が,結果的には,個人商人あるいは人的商事会社に対
しても適用されることになってしまっていたのである｡
以上のような過去の経緯を考慮して連邦議会法務委員会は,第4および
第7号指令を主として85年ドイツ商法において変換するとともに, ｢第3
編　商業帳簿｣を次のような章立てで構成しだ'｡
第1章　すべての商人に関する規定
第2章　資本会社に関する補充規定
第3章　登録済協同組合に関する補充規定
このような構成により,資本会社および協l司組合に関してのみ定められ
ている規定(第2章および第3章)は,原則として,個人商人および人的
商事会社に適用されなくなった｡他方において,いわゆる正規の簿記の諸
原則に関係する第4号指令の諸規定を従来の商法第38条ないし第47b条
(以下｢ドイツ商法旧規定｣とよぶ｡)の規定とともに第1章に収容するこ
とにより,これまで常にすべての商人に対して適用されてきた会計報告規
定が大はばに改善された｡その結果, ｢資本会社に関して導入された規定
が人的商事会社および個人商人へも適用されかねないという危険"Jが回
避されたばかりでなく, ｢個人商人,人的商事会社,資本会社および協同
組合に関して,会計報告,その監査および開示に関する諸規定が将来はほ
とんど完全にそして決定的に商法第3編から明らかになる,ということが
達成され7リ　たのである｡
ところで, 85年ドイツ商法の第1章は,資本会社といえども,別段の定
めのない限り遵守しなければならない一般的な部分であるため, ｢商人の
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基本法ポ)｣ (Grundgesetz des Kaufmanns)とよばれている｡この一一一般的な
部分は,前述したように,ドイツ商法旧規定をも継承しているが,種々の
点で拡張あるいは改正が行われている｡改正の行われた1つの例として,
決算書に関する規定を挙げることができる｡そこで次に, 85年ドイツ商法
が第1章に規定している決算書の特徴を,ドイツ商法旧規定との比較を通
して明らかにするとともに,なぜそのような改正が行われたかについて検
討する｡なお, 85年ドイツ商法の諸規定の多くはその後の経済情勢の変化
や種々の国際会計基準の制定･改訂に対応して改正されているが,いまな
お改正されていない規定がある｡その1つが,本稿における検討の対象で
ある決算書の規定である｡したがって,本稿では,あえてこの商法規定を
｢85年ドイツ商法｣とよび,制定された当時の85年ドイツ商法の当該規定
の特徴をみていくことにする｡
Ⅲ.ドイツ商法旧規定の決算書の特徴と問題点
まず,本節においてドイツ商法旧規定の定める決算書の特質を検討し,
次節で,その検討結果を踏まえて, 85年ドイツ商法の決算書の特徴を明ら
かにする｡本節における検討にとって必要なドイツ商法旧規定の条文を示
すと,次のとおりである｡
第39条(財産日録,貸借対照表)第1項および第2項第1文前半文
(1)各商人は,開業の時に,彼の土地,彼の債権および債務,彼の税金
額ならびに彼のその他の財産対象物を正確に記載するとともに,個々
の財産対象物の価額を計上し,財産と債務の関係を示す決算書を作成
しなければならない｡
(2)各商人は,開業の時に続いて,各営業年度末に,そのような財産目
録およびそのような貸借対照表を作成しなければならない｡
以上のドイツ商法旧規定にしたがえば,商人は,開業の時および毎営業
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年度未に,財産と債務の関係を示す決算書(ein das Verhaltnis des Verm6-
gens und der Schulden darstellender AbschluLま)を作成しなければならな
い｡その場合,この決算書は,第39条第2項の｢そのような財産目録およ
びそのような貸借対照表｣ (傍点筆者)なる文言から,財産目録(Inventar)
と貸借対照表(Bilanz)を指していることは明らかである｡すなわち,ド
イツ商法旧規定における決算書を示せば,次のようになろう｡
財産目録
貸借対照表
決算書
ドイツ商法旧規定の決算書を検討すると,以下の2点をその特徴として
挙げることができる｡
その第1点は,決算書に,損益計算書が含まれておらず,代わりに財産
目録が含まれていることである｡もっとも,ドイツ商法旧規定においては,
いわゆる決算書が｢財産と債務の関係を示す決算書｣と定義されているこ
とを考えれば,損益計算書ではなく,財産目録が,貸借対照表とともに,
決算書を構成していることはうなずけよう｡
第2の点は,決算書の内容にかかわることである｡すなわち,第39条第
1項から明らかなように,財産(対象物)が,あるときは財産日録および
貸借対照表の借方側の項目を意味し,ある場合には債務にも関連している
ことである｡
以上のドイツ商法旧規定の決算書に関する特徴は,現在の会計実務の観
点からすれば,ともに問題点でもある｡第1の特徴に関していえば,現在
の会計実務において損益計算が重要な目的の1つであることを考慮に入れ
ると,損益計算書が決算書から除かれていることには,問題があるといえ
よう｡また,第2の特徴は,同時に,財産(対象物)なる概念があいまい
であるという問題点を意味していることにもなる｡これらの問題点は, 85
年ドイツ商法の制定により解決されたのであろうか｡以下､検討する｡
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Ⅳ. 85年ドイツ商法の決算書
まず,本節における検討にとって必要な条文を示しておく｡
[第1章第1節　帳簿作成,財産目録]
第240条(財産日録)第1項および第2項第1文
(1)各商人は,開業の時に,彼の土地,彼の債権および債務,彼の税金
額ならびに彼のその他の財産対象物を正確に記載するとともに,個々
の財産対象物および債務の価額を計上しなければならない｡
(2)各商人は,開業の時に続いて,各営業年度末に,そのような財産目
録を作成しなければならない｡
[第2節　開業貸借対照表,年次決算書｡第1款　一般規定]
第242条(作成義務)
(1)商人は,開業の時および各営業年度末に,彼の財産と彼の債務の関
係を示す決算書(開業貸借対照表,貸借対照表)を作成しなければな
らない｡開業貸借対照表に対しては,それが貸借対照表に関連する場
合に限り,年次決算書に対し適用される諸規定が準用されなければな
らない｡
(2)商人は,各営業年度末に,当該営業年度の費用と収益の対照表(撹
益計算書)を作成しなければならない｡
(3)貸借対照表と損益計算書が年次決算書を構成する｡
第243条(作成原則)第1項および第2項
(1)年次決算書は,正規の簿記の諸原則にしたがってこれを作成しなけ
ればならない｡
(2)年次決算書は,明瞭かつ概観的でなければならない｡
85年ドイツ商法第242条第1項および第2項にしたがえば,商人は,開
業時に開業貸借対照表を,毎営業年度末に貸借対照表と損益計算書(Ge-
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winn-und Verlustrechnung)を作成しなければならない｡そして,この貸
借対照表と損益計算書が,年次決算書　OahresabschluLS)を構成している
(同条第3項)｡この年次決算書は,正規の簿記の諸原則にしたがって作成
され,明瞭かつ概観的でなければならない(第243第1項および第2項)0
第242条は,原則的には,ドイツ商法旧規定第39条第1項および第2項を
継承してはいるが,同条第2項と比較すると, 85年ドイツ商法の規定にお
いては, (年次)決算書が損益計算書まで拡大されている｡このことから,
第242条第3項の導入を通じて,資本会社の場合日と同様に,一般商人にお
いても｢年次決算書｣なる概念が明らかにされる必要があったのである■‖)｡
85年ドイツ商法における(年次)決算書を示せば,次のようになる｡
貸借対照表
損益計算書
(年次)決算書
85年ドイツ商法の(年次)決算書を,前節で検討したドイツ商法旧規定
のそれと比較すると,以卜に示すような2つの相違点が見出される｡
その1つは, 85年ドイツ商法では,年次決算書は貸借対照表と損益計算
書から構成され,財産H録が(年次)決算書から除かれていることである｡
この点をもう少し詳しくみると,興味深い点が浮かび上がってくる｡それ
は,本節の冒頭で示したように, 85年ドイツ商法においては,財産日録に
関する規定と貸借対照表に関する規定とが分離されていることである｡し
かも,このような規定の分離とともに, ｢財産と債務の関係を示す決算書｣
なる用語は,ドイツ商法旧規定とは異なり,貸借対照表のみを意味するよ
うになった(第242条第1項)｡この用語を貸借対照表に限定したことは,
年次決算書なる概念の明確化(第242条第3項)に関連している｡財産日
録は,貸借対照表や損益計算書と同様に,一般商人が開業時および毎営業
年度末に作成しなければならない書類ではあるが, (年次)決算書ではな
くなったのである｡
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もう1点は,ドイツ商法旧規定第39条第1項にいう｢個々の財産対象物
の価額｣なる文言が, 85年ドイツ商法では｢個々の財産対象物および債務
の価額｣ (第240条第1項)となっていることである｡ ｢および債務｣とい
う文言が追加されたことにより,財産(対象物)なる概念は,原則として,
債務を含んではいないことが明らかになった｡すなわち, 85年ドイツ商法
においては,ドイツ商法旧規定とは異なり,その概念は,もっぱら財産目
録および貸借対照表の借方側を意味するようになったのである｡
以上に述べた(年次)決算書に関する85年ドイツ商法のドイツ商法旧規
定に対する2つの相違点は, 85年ドイツ商法の(年次)決算書の特徴を意
味するとともに,前節の最後に示したドイツ商法旧規定の決算書に関する
問題点が解決されたことをも意味している｡このように(年次)決算書が
ドイツ商法旧規定と85年ドイツ商法とでは大きく変わっているのであるが,
その理由は何に求めることができるであろうか｡この点を少し検討してみ
ると,その理由の1つとして,複式簿記に対する商法の見方の変化が挙げ
られるように思われる｡そこで次節においては,この点について検討を試
みる｡
V.決算書と複式簿記
まず,本節での検討にとって必要なドイツ商法旧規定と85年ドイツ商法
の条文を示すと,次のとおりである｡
ドイツ商法旧規定第38条(帳簿作成義務)第1項
(1)各商人は,帳簿を作成し,この帳簿において正規の簿記の諸原則に
したがって彼の商行為および彼の財産状態を明らかにしなければなら
ない｡
85年ドイツ商法第238条(帳簿作成義務)第1項第1文および第2文
(1)各商人は,帳簿を作成し,この帳簿において正規の簿記の諸原則に
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したがって彼の商行為および彼の財産状態を明らかにしなければなら
ない｡簿記は,それが専門的な知識のある第三者に対して適切な期間
内に企業の営業事象および状態に関する概観を伝達し得るような状態
になければならない｡
一般に,個人商人ないしは企業は財産を所有しているが,その財産はさ
まざまな原因で変動する｡しかも,この種の財産は,原則として,出餐者
や債権者から提供された資金をもとに購入されたものである｡したがって,
商人あるいは企業には,そのような財産がどれだけ変動し,それはどのよ
うな原因によるのかを正確に記録する責任がある｡このような記録を体系
的に行う技術が,簿記にほかならない｡この場合,財産の変動という事実
とその原因が同時二面的に記録される,すなわち常に複式記入されること
になるので,この種の簿記は複式簿記とよばれる｡これに対して,財産変
動の事実の記録に重点をおくものが単式簿記であり,この形態の簿記では,
財産変動の原因に関する体系的な記録は行われない11'｡
以上に示した簿記の形態と(年次)決算書は,一般には,どのように関
係づけられ得るであろうか｡貸借対照表に関しては, 2つの可能性が考え
られる｡すなわち,貸借対照表を資本等式で表した場合と貸借対照表等式
で表示した場合とでは,関係づけられ得る簿記の形態が異なるように思わ
れるのである｡
資本等式は,資産一負債-資本lZ)で表され,自己資本としての資本を計
算する簿記等式である｡この等式では,資産ばかりでなく負債もまた｢財
産｣と考えられており,それぞれ積極財産,消極財産とよばれている1Lう)｡
したがって,資本等式で貸借対照表が示される場合,複式簿記は必ずしも
考えられてはいない｡むしろ,財産変動の事実に主眼がおかれていると考
えられるので,この場合の貸借対照表は,単式簿記と結びつき得る可能性
が大きいといえるであろう｡
他方,貸借対照表等式は,資産=負債十資本で示される｡この簿記等式
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では,負債も｢資本｣と考えられており,それぞれ他人資本,自己資本と
よばれている11'｡左辺の資産は財産の変動結果という事実を,右辺の負債
および資本はその事実に対する原因を,それぞれ表していると解した場合,
貸借対照表は, ｢事実｣と｢原因｣を対照表示していることになり,複式
簿記のもとで作成されているといってよいであろう｡
これに対して,損益計算書は, (広義の)営業活動に基づく財産の変動
の原因である収益と費用を対照表示して損益を計算している(年次)決算
書である｡したがって,損益計算書は,基本的には,複式簿記体系におい
て作成される(年次)決算書であるといってよい｡
ところで,ドイツ商法の規定にしたがって一般商人が作成する(年次)
決算書は,どのような目的を有しているであろうか｡
ドイツ商法旧規定の定める決算書は, ｢財産と債務の関係を示す決算書｣
なる表現から明らかなように,財産目録と貸借対照表である｡加えて,第
38条第1項により,商人は彼の財産状態(IJage Seines Verm6gens)を明
らかにしなければならない｡したがって,財産と債務の関係を意味する財
産状態を表示することが,ドイツ商法旧規定における一一--般商人の決算書の
H的なのである｡
これに対して, 85年ドイツ商法に関しては,以上の問いに対する一般的
な答えは,第1章の最初の条文である第238条第1項に求めることができ
る｡この規定の第1文はドイツ商法旧規定第38条第1項を受け継いだもの
であるが,第2文は新しくつけ加えられたものである｡ある解説書によれ
ば, ｢第1項第2文では,年次決算書において財産および損益状態(ver
m6gens-und Ertragslage)は確かにすべての商人により表示されなければ
ならないが,しかし財政状態(Finanzlage)は資本会社および協同組合に
よってのみ示されなければならないことになっているので, 『状態』
(IJage)という一般的な概念が用いられた15).｣したがって, Ⅳ節の冒頭に
示してある第242条第2項から明らかなように,損益計算書は, ｢状態｣の
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なかの損益状態に関する概要を伝えることを,その目的としている16)0
また,貸借対照表の目的については,第242条第1項第1文がその答え
を用意している｡この条文は,原則として,ドイツ商法旧規定第39条第1
項および第2項を継承している｡ --一般商人の場合は,資本会社とは異なり,
状態そのもの(die hge schlechthin)が顧慮されるだけで十分である.
商人は,彼の状態,とりわけ彼の負債状況(Verschuldungsgrad)に関す
る必要な概要を知っていなければならない｡この概要は,第242条の規定
する貸借対照表が作成される場合に伝達されることになる17)｡したがっ
て, 85年ドイツ商法においても,ドイツ商法旧規定と同様に,基本的には,
財産と債務の関係を意味する財産状態を示すことが,貸借対照表の目的な
のである｡
以上述べたドイツ商法の定める(年次)決算書の目的から,ドイツ商法
旧規定と85年ドイツ商法の複式簿記に対する見方の相違が明らかになる｡
すなわち,ドイツ商法旧規定にしたがえば,貸借対照表(および財産日録)
は,前述のように,財産と債務の関係を意味する財産状態を表示している｡
この場合, ｢財産と債務の関係｣は,積極財産と消極財産の関係といいか
えることができる｡ドイツ商法旧規定の定める決算書,とくに貸借対照表
は,この関係から最終的には,純財産としての資本を計算しているといっ
て差し支えないであろう｡ドイツ商法旧規定の貸借対照表をこのように解
釈し,上述の簿記等式との関係からみた場合,この貸借対照表は,資本等
式で示され得ることになり,単式簿記と結びつき得る可能性が大きいとい
える｡したがって,ドイツ商法旧規定は,現実の会計実務はともかく,純
粋理論的には,複式簿記というよりはむしろ単式簿記を前提に,決算書に
関する規定を定めていたといえるであろう｡
一万, 85年ドイツ商法は,一般商人の(年次)決算書として,貸借対照
表と損益計算書を規定している｡前述のとおりである｡このうち貸借対照
表に関しては,第238条第1項および第242条第1項から,ドイツ商法旧規
44
定と同様の解釈が可能である｡すなわち, 85年ドイツ商法の貸借対照表も
また,資本等式で表示され得,単式簿記と結びつき得る可能性がある｡し
かし, 85年ドイツ商法では,ドイツ商法旧規定とは異なり,商人は,損益
計算書も作成しなければならない｡損益計算書の作成義務が加わったこと
で, 85年ドイツ商法が複式簿記を重視していることがうかがえる｡第238
条第1項第2文が,その意味において,重要な役割を果たしている｡この
条文は,公課(Abgabe)に関する一般的な規定を定めている公課法(Ab-
gabenordnung)第145条第1項第1文に則っている｡公課法に関する解説
書によれば,第145条第1項第1文の定める｢簿記｣は,営業事象の組織
的な表示(planmaJiige Darstellung der Geschaftsvorfalle)である18)｡そし
て,この条文が要求している簿記の形態は,複式簿記にほかならないので
ある19)｡
このように, 85年ドイツ商法においては,商人は,複式簿記に基づいて
(年次)決算書を作成することになったわけであるが,その背景には,す
でに従来から多くの商人が損益計算書をも作成していたという事実や税法
への配慮が考えられる｡その例として,上述の公課法の規定の導入が挙げ
られるが,加えて,所得税施行令(Einkommensteuer-Durchfiihrungsver
ordnung)旧規定第60条第2項の存在が大きいといえる｡その規定にした
がえば,所得税法に基づいて利益が算定される場合, ｢簿記という数値に
かかわる作栗に基づく財産一一一･覧表(貸借対照表)の写しが添付されなけれ
ばならない｡複式簿記の諸原則に合致するように記帳が行なわれている場
合には,損益計算書,さらに税務当局の求めに応じて,主たる計算書類一
覧表が添付されなければならない20)｡｣一般商人の複式簿記による記帳義
務および損益計算書の作成義務に関しては,第238条第1項第2文および
第242条第2項の導入を通じて,商人の慣習を85年ドイツ商法があらため
て成文化したのである｡
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Ⅵ.改正商法における商人の計算書類の再検討
改正商法は次のように規定している｡
改正商法第19条第2項
(2)商人は,その営業のために使用する財産について,法務省令(｢改
正商法施行規則｣をいう｡一筆者注)で定めるところにより,適時に,
正確な商業帳簿(会計帳簿及び貸借対照表をいう｡以下この条におい
て同じ｡)を作成しなければならない｡
改正前商法は次のように規定していた｡
改正前商法第32条第1項
(1)商人ハ営業上ノ財産及損益ノ状況ヲ明カニスル為会計帳簿及貸借対
照表ヲ作ルコトヲ要ス｡
改止商法における商人の計算書類に関する規定を改正前商法のそれと比
較すると,次のような相違点が明らかになる｡すなわち,改正前商法にお
いても改正商法においても,商人の貸借対照表の作成義務のみが規定され
ている｡しかし,その目的に関していえば,改正前商法は営業上の財産お
よび損益の状況の明示を挙げているが,改正商法は財産の状況の明示のみ
を挙げているだけである｡
以上の相違点から,次のことが,一応,いえよう｡つまり,改正前商法
は,貸借対照表に対して財産状態の表示だけでなく,損益計算の役割をも
与えているが,改正商法においては,貸借対照表は財産状態の表示機能が
与えられているだけで,損益計算の役割は与えられていない｡これは,あ
くまでも,商法(および商法施行規則)の規定を表面的に解釈した結果で
ある｡それでは,実際には､すなわち,今日の会計実務を考慮した場合は,
以上の改正商法および改正商法施行規則の条文をどのように解釈すべきで
あろうか｡この間題を解くにあたっては,次の規定が重要となる｡
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改正商法第19条第1項
(1)商人の会計は,一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うもの
とする｡
改正商法施行規則第4条第2項
(2)この章(｢第3章　商業帳簿｣をいう｡一筆者注)の用語の解釈及
び規定の適用に関しては,一一一一般に公正妥当と認められる会計の基準そ
の他の会計の慣行をしん酌しなければならない｡
改正商法施行規則第7条第2項
(2)商人は,各営業年度に係る貸借対照表を作成しなければならない｡
この場合においては,当該営業年度に係る会計帳簿に基づき作成しな
ければならない｡
改正商法第19条第1項と改正商法施行規則第4条第2項は, (個人)商
人も,原則として,一般に公正妥当と認められる会計の基準やその他の会
計の慣行にしたがって会計処理を行わなければならないことを明示してい
る｡ここにいう｢一般に公正妥当と認められる会計の基準｣に,企業会計
審議会や企業会計基準委員会が公表している各種の会計基準が含まれるの
は当然であろうが,その｢会計の基準｣は,改正商法の対象を考えると,
会社計算規則の規定する｢一般に公正妥当と認められる企業会計の基準｣
(第3条)より広いものと解釈すべきである州｡また, ｢一般に公正妥当と
認められる会計の慣行｣も,同様に,会社法の定める｢一般に公止妥当と
認められる企業会計の慣行｣ (第431条)より広いものと解すべきであり,
たとえば,公表されている各種の会計基準の指示していないような会計処
理法が,場合によっては,その｢会計の慣行｣に含まれることは,十分に
想定できよう22)｡
さらに,改正商法施行規則第7条第2項にしたがえば,商人は,毎期貸
借対照表を会計帳簿に基づいて作成しなければならない｡この条文のみを
検討すると,本節の冒頭に示した改正前商法第33条第2項となんら変わっ
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ていないようにみえる｡しかし,改正商法第19条第1項および改正商法施
行規則第4条第2項と合わせてこの規定をあらためて検討してみると,改
正商法の定める貸借対照表,さらには商人の計算書類が,改正前商法とは
異なっていることに気づく｡すなわち,前節まで検討してきたドイツ商法
における決算書の規定の変遷に似た過程を,日本の商法もたどっているよ
うに思われるのである｡
改正前商法は,その第32条第1項において,貸借対照表に財産状態の表
示と損益計算という2つの役割を与えていた｡前述したところである｡そ
の場合,損益計算は,資本の2時点間の比較により行われることになる｡
すなわち,たとえば期首と期末の貸借対照表の資本が確定され,その資本
の比較を通して損益計算が行われるのである｡したがって,改正前商法が
考えていた貸借対照表は,資本等式で示され,いわゆる単式簿記と結びつ
き得る可能性が高かったといえる｡損益計算の機能が与えられていた点は
異なるが,改正前商法の当該規定は,現実の会計実務はともかく,理論的
には,ドイツ商法旧規定と同様に,単式簿記を前提にした貸借対照表観に
たっていたといえよう｡
他方,改正商法にしたがえば,貸借対照表は会計帳簿に基づいて作成さ
れ,その役割は財産状態の表示におかれている｡加えて,商人の会計,会
計用語の解釈,規定の適用については,一般に公正妥当と認められる会計
基準や会計の慣行にしたがって行われる｡前述のとおりである｡以上から,
改正商法の定める貸借対照表は,複式簿記による継続的な帳簿記録を前提
にした誘導法により作成されるものと解されるのである23'｡すなわち,改
正商法は,改正前商法とは異なり,現実の会計実務を十分に考慮した形で,
複式簿記に基づいた貸借対照表観にたって商人の計算書類に関して規定し
ているといえる｡これは,まさに, 85年ドイツ商法と同じ考え方であると
いってよいのである｡
改正商法の計算書類規定は,前節までのドイツ商法の決算書に関する規
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走の検討をも考慮に入れた場合,一応,今日的なものになったということ
ができる｡しかし, 85年ドイツ商法と比較すると,問題がまだ残っている｡
それは,損益計算書の存在である｡ Ⅳ節から明らかなように, 85年ドイツ
商法では,商人の決算書は,貸借対照表と損益計算書から構成されている｡
それに対して,改正商法においては,損益計算書の作成義務は定められて
いない｡この点については次のような見解がある｡ ｢昭和49年商法改正の
際に,損益計算書の作成を一般商人に要求することは,商人に取引上の不
利益を与える可能性があることなどを理由として,損益計算書の作成を要
求することを断念したという経緯に基づき,商法は,損益計算書の作成を
義務付けていない24)｡｣けれども,改正商法が今日の会計実務を重視して
いると解釈されること,および｢複式簿記の下では,貸借対照表を作成す
る以上,損益計算書の作成を要求しても,商人にとって,事務処理上の過
重な負担を課すとはいえない25'｣ことを考慮するならば,改正商法は,商
人の損益計算書の作成義務を明定すべきであった｡すなわち,今日の会計
実務に合った商人の計算書類は, 85年ドイツ商法と同様に,わが国の商法
においても,次のように構成されるべきであると考えるものである｡
貸借対照表
損益計算書
商人の計算書類
Ⅶ.おわりに
平成9年の連結財務諸表原則の改正以来,会計基準の国際的な調和を目
指して,企業会計審議会や企業会計基準委員会により,多くの会計基準な
どが制定あるいは改正されている｡このような会計制度を取り巻く状況の
大きな変化に対応すべく,商法においてもしばしば改正が行われ,平成17
年に会社法が新しく制定されるに至った｡これにより,いわゆる会社法制
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の現代化が一応の完成を見たのである｡
その一万で,法人ではない(個人)商人の会計制度に関しても, (改正)
商法において,会社法の制定と同時に, ｢現代化｣が行われている｡それ
をみると,その現代化は概ね今日の商人の会計実務を反映したものとなっ
ているといえ,その点は評価できる｡しかし,まだ不十分といわざるを得
ない規定も若干ある｡その1つの例として,本稿のテーマである商人の計
算書類に関する規定を挙げることができる｡すなわち,これまでの検討か
ら明らかなように, 20年以上も前に大はばに改正された85年ドイツ商法が
個人商人を含めた一般商人の規定において,作成すべき(年次)決算書を
損益計算書まで拡大したのに対して,改正商法は, (個人)商人に対し損
益計算書の作成義務を課していないのである｡ 85年ドイツ商法と同様に,
改正商法が(個人)商人に関して損益計算書の作成義務をも規定していた
なら,商人の会計規定が一段と現代化されたのではないかと思われる｡近
い将来,改正商法にそのような損益計算書の作成義務が導入されることを
願ってやまないのである｡
注
1)改正商法は,第4条第1項において,商人を,自己の名をもって商行為をする
ことを業とする者と定義し,改正商法施行規則が,第2条第1号で,本規則にい
う商人は,商法第4条第1項に規定する商人で,法人その他の団体を除くと定め
ている｡
2)改正商法は,第19条第2項で,商人は商業帳簿を作成しなければならず,その
商業帳簿は,会計帳簿と貸借対照表から構成されると規定しており, ｢計算書類｣
という用語は使用されていない｡しかし,会社法との対応および本稿における議
論の関係ヒ,本稿では,改正商法および改正商法施行規則が規定する商人の作成
すべき商業帳簿を,会計帳簿と計算書類としている｡
3)貸借対照表指令法政府草案に関する1985年11月18口付連邦議会法務委員会報告
書(以下｢法務委員会報告書｣と略記する｡), 88頁｡
4) 1983年8月26日付貸借対照表指令法政肘草案, 65頁｡
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関する補充規定から構成されている｢第4章　特定の業種の企業に関する補充規
定｣と会計基準設定機関の設置に関する｢第5章　私的会計委員会;会計審議会｣
が収容されている｡
6)法務委員会報告書, 88頁｡
7)前掲報告書, 89頁｡
8 ) Eugen Herrmann & Gerd Knischewski , Das Bilanzrichtlinien-Gesetz im t7ber-
blick , 38頁, Karlheinz Kiiting & ClausIPeter Weber編著, Handbuch der Rechnung-
slegung,第3版, Stuttgart, 1990年,所収.
9)第2章の第264条第1項第1文は次のように規定している｡ ｢資本会社の法律上
の代表者は年次決算書(第242条)を,貸借対照表および損益計算書とともに･体
をなしている付属説明書(Anhang)まで拡大し,ならびに状況報告書(IJage-
bericht)を作成しなければならない｡｣
10) Marian Ellerich , Er肋ungsbilanz. JahresabschluB, 489頁, K. Kiiting & CIP.
Weber編著,前掲書,所収｡
ll)森M哲禰『財務分析基礎講座　第1分冊　簿記I』全国銀行協会連合会, u綱目
51年, 3-5頁｡
12)現在では, ｢資本の部｣に代わって｢純資産の部｣が用いられているが,ここで
は説明の都合卜｢資本｣なる用語を使用している｡
13)大薮俊哉｢資本等式｣, 229真,森LH哲輔,宮本匡章編著『会計学辞典』第3版,
中央経済社,平成8年,所収｡
14)人薮俊哉｢貸借対照表等式｣, 306頁,森田哲輔,宮本匡章編著,前掲害,所収｡
15) Herbert Biener & Wilhelm Berneke , Bilanzrichtlinien-Gesetz , Dtisseldorf, 1986
年, 48-49頁｡
16) Helmut 拡urt Weber , Aussagefa'higkeit des neuen Jahresabschlusses, 150-151頁
参照, K. Kiiting&C-P.Weber編著,前掲書,所収0
17) Ulrich I.effson , Lace des Vermbgens gem. S 238, 272頁, UlrichLeffson , Dieter
Riickle & Bernhard GroLifeld編著, Handwblrterbuch unbestimmter RechtsbegnHe im
Bilanzrecht des HGB , K6ln, 1986年,所収｡
18) Franz Klein & Gerd Orlopp ,Abgabenoydnung,第3版, Miinchen, 1986年, 312
頁｡
19) Hans Peter M611er , Kauhdnnische Buchhaltung, 122頁参照, Walther Busse von
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